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1は じ め に
確 定計算基準をめ ぐる議論 が,わ が国において盛んに行わ れて いる。潤飾の よ うに,確 定決
第基準 とは,税 法上の課税所得の計算 は商法上の決算 に基づい て行われ る とい う考 え方で・表
面 上は,課 税所 得の計 算は商 法Lの 基 準を尊重す るとい う形 を とって いるが,税 法上 の恩 典を
受 け るために商 法上の決算へ影響 を及ぼす とい う,い わ ゆ る 「逆基 準性」 が問題 とな ってい る。
す なわち,企 業会計 におけ るデ ィス クロージ ャー と法人税 におけ る課税所得の計算 とい う二つ
の異 なる 日的を もつ計算体系 が,確 定決 算基準 に よ り結び付 くことに よる問題 が近年 クローズ
　
ア ップされ て きてい ると思われ る。
また,日 本におけ る近年の議論は会計の国際的調和化の議論 と結びつ いて行われ る ことが多
い と思われ る。典型的 には,『H本 経済新 聞』 の1993年1月3日 付 けの1面 の トップに 「会計
基 準,欧 米型 に」 とい う大見 出 しのつ ぎに 「決算 と税務を分離」 「経営実態 を反映 しやす く」
とい う中見出 しで,か な りセ ンセ ーシ ョナルに この問 題を取 り上げて いる。 この記事 のなかで,
「現行の会計 制度 は株主総 会で承認 され た決箕 に基 づいて税金 申告す るr確 定決算主義』 を採
用 しているが,企 業 の税務対策が決算 に経営実態を反 映 しに くくして い る面が あ るため,決 算
と税制 が別 の基準 であ る欧米型 にす ることを念頭 に見直す。投資家が企 業の国際比 較を しゃす
い よ うに,先 進各国が導入を検討 して いる国際会計基準 に対応す るのが狙 いであ る。」 と述べ,
さらに 「『確定決寡 主義』 の変更 は,企 業に税金而へ の 対応 を考 えずにr実 態』 を開示す るよ
う求め ることにな り,決 算 で示 され る目木企業の姿が大 き く変わ る可能性があ る。 日本企業 の
実態 が見えに くいのは会計制度 が一 因 との海外 か らの批判 に も こたえやす くな る・」 と述べ て・
国際会計ノ樺 への対応のため,か な り欧米型 の鋪 ・」鐸(こ こでは4寺に英米'型)の会 計2鐸 を
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意識 し,企 業会 計審議会 では確定 計鉾:基準を見";けとい う検討を始 め る として いる。
この よ うに,日 本 におけ る確 定計 算基準 の問題が}議i論されて い るの と同様 に,同 じく確定決
鈴基準(ド イ ツでは特 に基準性 の原期MaBgeblichkeitsprinzi正)と呼ばれ る)を 採用 してい る
ドイ ツにおいて もかな り議 論され てい る。 特 に1990年の税法改正 において,む しろ基準 性の
原則 ない し逆基準性 の原則(umgekehrtMaβgeblichkeltsprinzip)が,法人税法上明文化 され,
利益処分経理 に よる圧縮積立金 の会計処理 や租税特別措 置法上の特 別償 却準備金 に よる利益処
分経理等 にみ られる ように,日 本で は申告調整 が認 め られてい るのに対 して,ド イツでは 強化
　
され た印象があ る。 この ことに よ り,さ まざまな議論が行われて い る。
本稿 では,こ の確定決 算:麸準(基 準性 の原則)に ついて,典 型的 な確定決算基準 を もつ ドイ
ツにおけ る議論 を中心 に検 討 してい くこ とに したい。 以下,ド イ ツにおけ る基準性の原期 の現
状 を考察 し,つ ぎに基準性 の原則 につ いて,ヨ ー ロッパ諸 国におけ る状況を概観 し,ド イ ツに
おけ る基準性 の原則に つい ての議論 を考察 す ることに よ り,こ の基 準性 の原則 の問題 につ いて
検討 してい きたい。
Hド イツにおける基準性の原則の現状
ドイ ツに おいて,1990年の税 法改 正以来,こ の基 準性 の源則 につ いて 条文が 変更 されてい
る。 この改正 につ いて,注 ② に示 した ようにす でに多 くの文 献において紹介 されてい るが,こ
れか らの議論のた めに,こ の問題 について簡潔に まとめて いる ヴェル ナー(WOrner,Georg)
ゆ
〔1991〕の議論 を もとに ドイ ツにおけ る基準性原則 の現状 を検討す る ことにす る。
周知 の よ うに,基 準性 の原則(税 務貸借対照表 に対す る商事貸借対照 表の基 準性の原則)は
所 得税 法(EStG)第5条1項1段,「 事業 を営 む者で,法 律の規定 に基づ き帳簿を記 録 し定期
的に決:算書を作成す る義務を有す るか,又 は この ような義務 な くして帳 簿を記録 し決 算書 を作
成 す る老にあ って は,事 業年度末に,商 法上 の正蜆 の簿 記の原則 に従 って表示 しなけれ ばな ら
ω
な い事業財産を計上 しなければ な らない。」 に その基 礎があ る。 したが って,「商人 の商事貸借
対 照表が本来の貸借対照表 である。税 務貸借対照表 は商事貸借対 照表 か ら導 きだ され る。税 務
貸 借対照表は,決 して商事貸 借対照表か ら離れ て独 自に存在 しえない。む しろ,第 一一に商事貸
借 対照表が作成 され,続 いて税務貸借対 照表 が商事貸 借対照表か ら生 じる。」(S.83)とい う基
本的関係 にあ る。 しか し,課 税原期が強制 され る場合 にか ぎ り商事貸 僑対 照表 と相違 す ること
がで き る。 これ は,貸 借対照表計 上規定 と評価規定に区別 され る(S.83f.)。
は じめに貸 借対照表計上規定 につ いてみ ると,「税務貸 借対照表 は,経 営経 済上の尺度 に し
たが ってで きるだけ正確に利益を算定す る 日的を もつ ので,税 法上 の判例 は,貸 償対照 表計上
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選択権を でき るだけ制限す る ことを要求す る。」(S.84)貸借対照表計上規定 につ いて まとめ る
とつ ぎの ように示 され る(S.85)。
商事貸 借対 照表 税務貸 借対照 表
貸 借対照表計上 命令 コ 貸 借対照表計⊥命令
貸 借対照表計上禁止=・ 貸 借対照表 計上禁 止
借方計上選択権 →・ .借 方 計上命 令
貸方計上選択 権.→ 貸方 計上禁 止
貸借対照表計上補助 一ラ 貸借対 照表 計上禁 止
つ ま り,「商法上 の貸借対照表 計上選択権 は税務貸 借対照表 には適用 され ない。 む しろ税法
上明瞭 に許容され るよ うな賃借対照表計 上選択 権だけが適用 され る。 この よ うな税法上の貸 借
対 照表計上選択権 は非課税 の積立 金につ いてのみ存 在す る。税 法がなるの規 定 も して いない限
り,商 法 ヒの借方 計 上選択権 は税法.1二借 方計上命令 とな り,商 法上の貸方計上選択権 は税法上
貸方 計上禁止にな る。」(S.84)「商法 」二の貸 借対照表計上補助 は この規則の例外で あ る(た と
えば開業準備費,商 法第269条)。 この よ うな貸借対照表 計上 補助は,財 産対照物 ではないの
で,税 法上は借方計上禁止 とな る。 税務貸 借対照表 には,積 極 と消極 の財産対照物 だけが受け
入れ られ る。」(S.84)
つ ぎに,税 務貸借対照表 に対す る商法上 の評 価ノψ占定の 意味 についてみ る と,「税 法は,所 得
税法 第6条 ～第7条 におけ るその評価規則 に よ り,た だ あ る種 の 『税法上 の境界標識』 を示す。
商事貸 借対照表が この限界を越 えた場合 にのみ,税 務貸 借対照表 にな るため に変更 され なけれ
ば な らない。税法 は評価規範 につ いてなん ら独 自のカタ ログを含 まない,,むしろ,税 法上強制
的 な異な る規則 を もたない場合 には常 に,商 法 は税務:貸借対照表 に適用 され る。」(S.85)「基
準性原則 か ら,税 法 上 も認め られ る商法上 の評価選択権 をま,商事貸借対照表 と税務貸借対照表
において別 々に用 い ることはで きない,と い うことにな る。」(S.85)「所 得税 法第6条 ～第7
条 の税法 上の境界標 識を越 えない」塾走り,貸 借対照表計上選択権 とは異 な り,商 法上 の評 価選択
権 は税法 上 も適用 され る。…… 両方の貸 借対照表 において原則上定額 法 と逓減法 の減価償却方
法 に選択 可能性 があ ると して も,商 法L,対 照物がた とえば定額法 で減 価償却 され るな らば,
税 法上逓 減法で減価償却 す ることはで きない。」(S.85)
この ように,評 価規定 に関 して税 法上 は独 自の評 価規 範を もたないので,所 得税 法第6条 ～
第7条 の限界を越えない限 り,商 法の評 価選択 権は税法 に も適用 され る。 この点 で貸 借対照表
計上選択 権 とは扱 いが異 な る。 一
つ ぎに,逆 基 準性 の原 則についてみ ると,こ の原則は,所 得税法第5条1項2段,「 利益決
定 におけ る税 法上の選択 権は商法上の 年度貸 借対 照表 と一致 して 行使 しなけれ ばな らない。」
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において確定 してい る。 商法⊥:は商 法第247条3項,第254条,第273条,第279条2項,第
280条2項,第281条が これ に応 じてい る。 この結果,商 事貸借対照表 と税務貸 借対照表 に緊
密な相 互依存 関係が もた らされ る(S.86)。
「非課税 の準備金一一 主 に経済政策上 の背景 を もつ・一一一の形 で課税利益 を減少す るには,あ
らか じめ商事貸 借対照表 に これ に応 じた貸方項 目 『準 備金的性 質を有す る特別項 目』(商 法第
247条3項)を 設定 した場合 に限 り,税 法上 の貸 借対照表計上選択権 に よ り,適 用す ることが
で きる。 同様 に税 法上の特別償却,多 額の控除,並 び に税法上 の評価 自由 と評価減 算は,あ ら
か じめ商事貸借 対照表 計上行われた場 合(商 法第254条)に 限'り,税務貸借 対照表 に要:求す る
ことが で きる。」(S・86)とい うよ うに,逆 基 準性は税 法上の恩 恵を うけ るには,前 もって商事
貸 借対照表 で同 じよ うに行われなけれ ばな らない,と い う特徴 を もつ。 それゆ え,逆 基準性 の
原則 は,も っぱ ら,自 分 で選択 して認め られた税法上の恩典の際 に活用 され る。 したが って,
そ の適用領域 は,本 質的 に基準性の原則 よ りも狭 い ことになる(S.86)。つ ま り,税 法上の特
別償却 には,た とえば病 院や中小企 業にのみ認め られ る特別償却(所 得税注疏7条f,9)と
い うよ うにか な り限 られた業種や場合 に しか適用 で きな い ものが多 く,商 法第247条に よる準
備金的性質を有す る特別項 目については,設 定の根拠 とな った規定を貸借対 照表 または附属 明
細書 に記 載 しなければな らない(商 法第273条),と い うように税法上の恩 典を 適用 した場 合
に,そ の こ とがわか るよ うに情報提供 に関 して配慮 され てい る。
この よ うに,國 の政策的 な配慮か ら,非 課税の準備金や特別償却 等 を認め ることに よ り,い
わ ば税 の減 額 を認めた場 合,す なわ ち,い わ ば間接的 な補助金 の よ うな性 格 を もつ もの を認 め
た場合,企 業 が これ を利 用するには逆基準性 の原鋼 に より,商 事貸借対照表 に も同 じ基準 を要
請 す る ことに より商事貸借対 照表 に著 しい影響 を及 ぼ す ことに なる。 この税 法上の恩典を利用
した ことがわ か るよ うな規定が用意 され てい るが,と い うことは,税 法上 の規定 が商 法上 の貸
借対照表 に現れ ることにな り,いわ ゆ る税務貸 借対照表 の商事貸 借対照表へ の侵 入が行 われ る
ことにな り,以 後ます ます 議論を喚起す るこ とにな る。
mヨ ーロッパ各国における基準性原則の状況
ドイ ツ及 び 日本 にお い て基 準 性 の原 則 が問 題 と して 取 り上 げ られ て い るが,そ の 他 の諸 国 の
状 況 は ど うで あ ろ うか。 本 節 で は,ヨ ー ロ ッパ 諸 国(こ こで は1991年現 在EG加 一纏12か 国)
に おけ る基 準 性 の原 則 を 調 査 した,ガ イ ル(Gai1,Winfried),グレス(Greth,Michael),シ
ュ ーマ ン(Schumann,Roland)〔1991〕の論 考 を も とにみ て い く こ とに した い。
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に,「主 にイ ギ リスの影響 を持つ諸国 にお いて は,税 法 は商法 とはかかわ りな く発展 した。 こ
こでは,税 法1:の年度決 算書 におけ る利益計算 は,商 法上 の決定 とはかかわ りな く行われ る。
これ らの国 々には,デ ンマ ー ク,イ ギ リス,ア イル ラン ド,オ ラ ンダがあては まる。 ドイ ツの
『税務貸借対照表 に対す る商萬貸 借対 照表の基準性の原則』 と同 じ規則 は,こ れ らの諸国では
くの
み られない。」 と述べて,デ ンマ 「ク,イ ギ リス,ア イル ラン ド,オ ラ ンダは 基準性め原則 の
ない,し たが って商 法 と税法 とが区別 され た,す なわち,会 計デ ィズク ロー ジャー と課税所得
の計算 が分離 した国 であ る としてい る。
これ に対 して,「 その法が ブランス/ド イ ツの影 響の もとにあ る加盟 国にお いて,税 法.Lの
規定 と商法 上の規定 とが強 く結びついて いるこ とが観察 され る。 税法上 の利益 計算 は,年 度 決
算書 に示 され る利益 に基 づい七行われ る。 その場合,実 際 には二つ の処理方 法が観察 され る。
税 法上の規 定が商法⊥の利益計算の部分領域 を支配 してい るか,年 度決算書 に示 され る利益 が
'
税法⊥の規 定に 一致 して修」[三され るか であ る。 これ らの原則 は,ベ ルギ ー,ド イ ツ,フ ラ ンス,
ゆ
ギ リシ ャ,イ タ リア,ル クセ ンブル グ,ポ ル トガ ル,ス ペ イ ンで用 い られ る。」 と述 べ ,上 記
.の8か国 は基 準 性 の 原 期 の影 響 の あ る国 で あ る と してい る。
これ らの諸国におけ る,基 準性の原則の影響 を細 か く個別の テーマ(開 業費,常 業価値,そ
の他の無形固定館,引 当金,製 造別 面め 轍,減 価償 却,低 価法,総 合評価)ご とにみ ると,
つ ぎの表1の ように示 され る。若干,国 に よ り相 違 はあるけれ ど も,上 記 の2つ の グル ープは
あ る程度明確に区別 され る と思われ,る。 この区別 は,地 域的 に北 側 と南側に きオtいに区:分され
るが,言 語,文 化,経 済 とい う多 くの要素で特徴的 にみ られ興 味深 い。 また,基 準 の原則 は多
くの ・一 ・。秋 縣 の細 で用い られ て・・ることも確認 で諾 。
lVド イツにおける基準性原則に関する議論
これ まで,基 準性源則 に僕1して ドイ ツにお いて かな り多 くの議論 が行われて きた が,こ こで
は,特 に近年 の論考について そのい くつかを検討 す ることを通 して この問題 について考 察す る
ことに したい。
は じめ存『・7イ ゲ"・ テ ・ター(Eigen・t・tt…Han・)の議論力・らみ ると,基 靴 の原則
について搬kつ ぎの3つ の形態 紛 け られ る として曙 。
ω 実 質的 基 準 性(diematerieUeMaBgeblichkeit)




商車賃 借対照表土 具体的 に選択 された価値評価の税務貸 借対照 表 に対す る基準性
(3)逆基 準性(dieumgekehrteMaBgeblichkeit)
税 務貸 借対照表 の商事貸 借対 照表 に対す る基 準性
そ して,こ の ような基準性 の原 則があ るのは,「 立法者 の意図 に1、たが うと,逆 基 準性 の裂
くの
文 は,企 業実 態の強化 を もた らす 。」 と述べて,企 業実態 の強化 とい う立法者の意図 は考慮 し
なが らも,つ ぎの点につ いて批判 している。 は じめ に,「大部分経済政策,景 気政策,構 造政
策に基づいた税法上の濯択権は,経済的な観点から税の恩典という形の補助金であ り,これに
対応す るGoBに 準拠 した商 法上の 選択権が ないか ぎ り,GoBと は異質な価値評価 に導 く。・
形式的 な基 準性 の遵 守 は,税 法上の恩典 とともにGoBと 異 質な価値評価 が梅毒貸 借対照表に
ぐゆ
入 ることにな る。」 と して,商 事貸借対照表 にGoBと 異な る価値評 価が 入 って しま うとい う
点を批判 し,ま た,こ れ らの逆基準性 の原則 に より商事貸 借対照表 に入 る補助金的な税法上の
恩 典につ いて,「 さらに,逆 基 準性 に よ り,特 に準備金 の性 質を ともな う将別項 口の形 で非 課
税の準備金 の計.Lによ り,補 助金的 な税法 上の恩典を商法上引 き受け ることは,第4号EG指
　
令の意義や文面 に違反 しないかは問題 であ る。」 と述べ て,第4号EG指 令 に違反す るのでは
ないか とい う点 を指摘 ・してい る。 この結果,「逆基 準性に よ り必要 とな るGoBと 異 質な価値評
価 の受入れ は一 もちろん,GoBや 第4号EG指 令 に矛盾す るが一 さ らに借方 の低価評価
ない し貸方 の過 大評1面になる。 いいか えれ ば,逆 基準性 は システ ムに反す る秘 密な い し公示積
　
立金(準 備金)の 強鐸}的な設定につなが る。」 として,秘 密積 立金(準 備金)や 公示積立 金(準
備金)の 設定 にな る点 を問題 と してい る。 また,「文 献 にお いて,特 に企業 の財産状態 と収益
状態 が誤 って示 され ることにな:る,直接逆 基準性を原 因 とす る追加 的(秘 密)積 立金 の設定 と
の関係にお いて行われ る商 事貸借対照表(そ してその情報 内容)の 変形 に関す る議論 は,も ち
ろん,年 度 決鉾:書の受取人 が商 法上 の貸借対照表 を逆基 準性 に もかかわ らず歪んで いない もの
とみ て,こ れ に基づ きた とえば株 式の獲得や売却 に関 して誤 った意思決定 を行 う場合 にのみか
　
みあ う。」 と述べ て,賃 借対 照表の変形 にな る点 を批 判 して いる。
つ ぎに シュ ミッ ト(Schmidt,PeterJ.)は,「商事貸 借対照表 は 税務貸借対 照表にな るの
ゆ
か?」 と題す る論文 にお いて,基 準性の原則 につ いて批判的 に議論 してい る。 は じめ に,現 在
　
の法の状況 について,つ ぎの3点 を指摘 して いる。
1.商 事貸借対照 表 と税法上 の財産比較 とい う異 なる 目的 に基づ き,税 法上 の判例 は商法上
の評 価 よ りも動 的貸 借対照表観 を強 く指 向す る ことに よ り,基準性原則 の 「平穏 な世界」
は 乱 され る。
2.逆i基準性 の侵入は,税 法上 の規定 が,こ れ に応 じた商事貸 借対照表 土の記載を表面 上無
視す る場合 にのみ生 じる。逆 基準性 にはつ ぎの二種類が ある。
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一GoBと …致す る選択 権 例 所得税法弟6条1項2aに 従 った後入先出法
一GoBに 準拠 しないが,商 法上GoBへ の侵入が明瞭 に予定 され る選択権
例 特別償却 と非課税 の積立金
3.GoBに 違反 し,商 法の条項 を利用す る ことが できないので,税 法上の選択 権を行使す
る ことが商事貸 借対照表上適合 しない場合 に,経 営財産比較 のため にどの よ うにす るか と
い う問題 は何 も明 らかにされて いない。
との よ うに現在の状況を批判的 に考察 した後 で,「逆基準性が適用 され る場 合に,商 法上の
貸借対照 表計上 に対 して税法 上の規 定の優位 は,立 法上 明確 な例外 であ る。商法上 の問 題は,
逆 基準性 に よってGoBに 準拠 しk商 法上ゐ選択権が,た とえば所得税 法第7条2項 に したが
って逓減 的減価 償却や 減耗 につ いての控除 の よ うなGoBに 一致す る税 法上の選択 権に置 き変
わ るとい う場 合にみ られ るのではな く,た とえば補助金的 な税法上 の選択権 の よ うに,商 事貸
借 対照 表 に移され た税 法上 の選択権 の要請 が,明 確 にGoBに 侵 入す る とい う状況の際に問題
とな る。 …… こみ よ うな補助:金点勺な税 法上の選択権 は,個 々の場合に年度決算書に著 しい影響
を及ぼ しうるか ら,,財産,財 務及び収 益の状況につ き 真実かつ公正な写像 の伝達(商 法第264
くユ　
条2項1段)を おびやかす こ とにな る。」 と して 「真実かつ公正 な写像」概念 に反す る と述 べ,
さらに,r税法 上の恩典を認 め ることが,G6Bvc一・致 しな い貸 借対 照表 作成に基いっ て行わ れ
ごユの
る場合には,商 法上 の見地か らは不十分 であ る。」 と述べて商法 の立場か ら批判 して いる。
また,国 際 的関係か ら,「今や,所 得税法第5条1項2段 に した がって,そ れぞれ の税法上
の記 載選択 権あ るい は評価選択権の要請に よ り,商 事貸 借対照 表土 これ に応 じた貸借対 照表作
成 を必要 とす る場合に,立 派 ヒの意思決定は,第4号EG指 令に関 して確実 に非調不1:1的影響を
ゆ
及ぼす 。」 と述 べて会 計の国際的 調和化 の観点 か ら批 判 してい る。
さ らに,「…… どの よ うな立法上の形成 が,将 来商法上 の立場か ら逆基準性 の消極的結果 を
ω ⑳
取 り除 くことが で きるか を考慮すべ きであ る。」 と して,つ ぎの4点 を主張 している。
1.当 然,補 助金的な税法上 の恩 典 につ いての逆 基準性を全 く廃 棄す る要請が第 一一に挙げ ら
れ る。
2.逆 基準性を区 別 して用 いる方法 は,所 得税法第5条1項2段 においてお こなわれ るよ う
な一一般的 な原則 と して条文 化す るのではな く,そ のつ ど個 々の税法 におけ る補助金的 な税
法上 の選択 権につ いて,そ の要請が商事貸 借実寸照表におけ る記載 に したが って行われ るか
を確 定す るこ とに ある。
3.そ れ で も所得税 法第5条1項2段 が存 在す るな らば,税 法上 の選択権 に よるGoBに 不
都合 な要請の影響 を年度決算二書 に よ りわか りやす くす ることが,少 な くとも保 証 されなけ
ればな らない。
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4・ 逆基 準性 と関連 す るすべての問題を解決す る,す なわ ち,企 業 が 自由にで きる評価の余
地を著 しく制限す るこ とは,税 法上の利益決定 を商事貸 借対照表 か ら区別す ることに よ り
達 成 され る。 その結 果,商 事貸借対照表 と経営財産比較は,固 有 の特 別な 目的の ため に独
立 して互 いに存 在す る。
この よ うに,シ ュ ミッ トは,現 状を商法お よび国際的調和化 の立場か ら批 判す る とともに,
さらに積極的 に逆 基準性 の影響 を取 り除 くため にど うい う方法が考 え られ るか を4つ の段 階に
分けて検討 してい る。 .
また,シ ル トバ ッハ(Schildbach,Thomas)は,一つの貸借対 照表を作成すれ ば済む とい
う点 で基準性 の原則 の利点を認め るが,「 しか し,こ の否定 しえない利点 は,高 価な買い物 で
　
あ る。」す なわち,「政策的にのみ基礎づけ られた減価記入 あ るいは準備金に よる税 法上の恩典
を認め ることが,財 産表示 あ るいは収益表 示のため に,明 瞭 に矛盾す る取扱 いを商事貸 借対照
表土 に も行われ なけれ ばな らない場 合に,こ れ らの要求 は商事貸借対照表 に とって問題 である。
す なわち,あ らか じめ税 務貸借対照 表をゆがめ た場合 ではな く,商 人 が情報 や分配測定 に役立
つ商事貸借対 照表を改 ざんす る場 合に,国 が 商人 に税の支払 い猶予 を与 え るとい う悪意に満ち
て形成 されて いる。」 と強 く批 判 して いる。
そ して,立 法者 の でき るだけ表示 させ ようとす る意図は認め るが,「 しか し,立 法者のすべ
ての 善意に際 して も,こ の方法 は企業 に費用が かか り,入念 に説明 した と して もほ とん ど改 ざ
　
んを修正 しない ことを見過 ご して はならな い。」 と述べて批判 し,さ らに,「国の経 済政 策,構
造 政策,景 気政策 の,目的 が公的補助 金に よるな らば,商 事貸借対照 表は単純で言明能 力のあ る
もの とな るであ ろ う。基準性 もまた維持 され,商 人 は今後 もただ一つの貸借対照表 を作 るであ
　
ろ う。」 と述 べ て 国 の政 策 に まで 踏 み 込 ん で 議 論 して い る。
つ ぎに シ ュル フ(Schruff,Wienand)は,「統 一・が,よ り高 い税 負 担 に な るの であ れ ば ,経
済 界 がIASCやEGフ ォ ー ラ ムの 活動 に 対 して否 定 的 態 度 を取 るの も理 解 で き る。 一 ・・この
　
問題 に対 して,ド イ ツの立場が変わ らない限 り,貸 借対照 表作成原則 の統一 は達成 されな:い。」
と述 べて,ド イ ツでは基 準性の原則 に よ り,商 法 と税法が結 びついてい るため に経 済界は国際
的調和化 に消極的 であ る点 を指摘 し,さ らに,税 法 に よる秘密積立 金の設定に よる商 法上 の年
度 決算書 の変形 を もた らす こ とか ら,「逆 基準性原 則は,商 法上 の観点 か らはr適 格 と認め ら
れ る ドイ ツの貸 借対照表作成原則』 とはみ られ ない。… …国際的統一の 関心だけでな く,年 度
決算毒の情 報機 能 の関心 において も,基 準性 の原則,特 に逆 基準性の原則 の廃il.iはタブーでは
　
な い 。」 と批 判 して い る。
また,オ ッテ(Otte,Hans-Heinrich)も,これ まで み て きた よ うな,商 法 と税 法 のFl的の
相 違 が あ り,国 の経 済政 策 に よ り特 別 償 却 や 評 打lll補助 規 定 に よ り秘 密 毒哩{立金 の設 定 につ なが り,
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情報損失となる点で基準性の原則を批判 し,実態の国際的調和化のための環境条件の本質的相
伽
違 の…つ とみ てい る。 そ して,「私 は,重 要な体系的な思考が税法学者 の見地 か ら,繰 り返 し
切 り離 しに反対す る意見 が述 べ られ てい るこ とを 知 って いる。 … … それに も かかわ らず,90
年代 の うち に調和化 した会計のために,ヨ ー ロッパにおいて個別年度 決算書 と税法上 の簿記処
　
理 を互 いに区 別す る政 治的勇気を必要 とす る。」 と述 べて,会 計 の国際的調和 化のために,積
極的 に商法上 の年度決算書 と税法を区別す ることを 主張 してい る。
これ らの基 準性原則 を批 判す る議論 に 対 して,ラ ウセ と ズ ィーバ ース(Lause,Berthold
undSievers,Hauke)は,1990年の税 法改正 の擁 護論 を展 開 して いる。 は じめ に,「現在,
所得税法第5条1項2段 の見解 は,こ れ までの立法者 の意 向に一致 す る。 ドイツの代表 団は,
第4号EG指 令 について の取扱 いの際 に,商 事貸 借対照 表 と税務貸撫 対照表 との強い結びつ き
　
を保持す ることに固執 した こ とは,こ の証拠 として挙 げ られ る。」 と述べて,も とも と立法者
の意 図に基準桂 の原則 があ る ことを指 摘 し,ま た,「 形式的基 準性の影響範囲を制1恨しょうと
す る人 は論破 され る。基 準性お よび逆 基準性 に固執す る基 礎を熟考 す る とプ以下の こ とが確定
され る。す なわ ち,無 制陳 の形式的基準性へ の要請 は,自 己 日.的で はな く,税 の恩典の際 のギ
ブア ン ドテイ クの哲学 の部分 であ る。 この よ うに して,減 価償 却の恩典 あるいは非課税 の準備
金 の形 で補助 金を得 ようとす る企業 は,商 事貸 借対 照表に示 され なければな らず,こ れ ととも
ゆ
に,そ の分配量 は減少す る とい うことにな る。」 と述べて税法上 の恩典 を利用す る以上,.商法
上 の分配 可能 利益 も減少 させ る必要が あ るのは当然 の こ ととして、・る。
さ らに,「逆 基準性 に反対す る主要 な議論 は,商 法 上の年度決 算書の言 明価値を損 な うこ と
を恐 れ るこ とに ある。その際 に,賃 借対照表へ の税法 上の影響 を書 き留め るため に,商 法上,
一越 の報告 ,説 明,記 載義務 を用意 して い ることを見過 ご してはな らない。 どの程度税法上の
規定 が成果,す なわち分配潜在 力を減少 させ てい るかは専門知識 の ある貸 借対照表 アナ リス ト
に隠す ことはで きない。 ……IDWの 提案を変換す る際 に,『 通常の』 減価償却 と税法上にの
み許 容され る減 価償 却 とを これ まで よ りも明確 に商法 上区別す るこ とに よって,望'ましくない
ゆ
言明価値 の損 傷は相殺 され る。」 と述 べて,商 法上の言 明価値(情 報提 供能力)を 損な うとい う
議論 に対 して,商 法上わか る ように記載 され ていれ ば,専 門家に とってはわか るはず であ る,
とい うよ うに議 論を展開 して い る。 そ して,「 一 い くつかの議論す べ き問題を除 いて一 現
在 の法 は,か な り法の確実性 が期待 さオXるとい うことを中間結 論 として書 き留めて お く。新 し
いン1襲弊性が構 築 されたので はな く,す でに存在 してい る法の状 況が法的 に基礎づけ られた こと
幽
は確 かであ る。」 とい うよ うに結論 づけて いる。
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Vお わ り に
これ まで,ド イ ツにおけ る基 準性の原則 について,ド イ ツにおけ る現在 の状況,お よびEG
諸 国におけ る基準性原則の影響の程度,そ して ドイ ツにおけ る基 準性原則 に関す る議論 をみて
きた。 そ こでは,ド イ ツにおいては,1990年の税法改正 以来,む しろ,逆 基準性 の原則が 明
文化 され,近 年 で も多 くの議論を呼 んでいるが,ヨ ー ロッパ諸国の中で は,む しろ基準性の原
則 を用いて いる国が多 い ことがわか る。 また,ア イ ゲ ンシュテ ッターが 「文献では,逆 基準性
　
原則 に徹底 して批判的態度 を とって いる。」 と述 べてい るこ とか ら もわか るように,主 に,研
究者や経済監査士 の人 々の意見 は,基 準性原則 に批 半[j的であ る ことがわか る。基準性の原則に
批判的 とい って も,そ のす べ てを否定す るとい うよ りは,特 に逆 基準性 に対す る批判 が中心 で
あ る。
その主な理 由は,大 きく分 けて2つ に まとめ られ る と思われ る。一一一つ は,基 準性及 び逆基準
性 の原則に よ り,国 の政策 に よる税法上 の恩典 を利用す るため に,そ の結果 は商法上 に も及び,
この ような貸 借対照表への記載 を強制す る ことは,商 法上のGoBに 準拠 しない もの まで も商
法上の年度決算書 に記載 され る ことになって しま うことである。 もう一・つ は,会 計基 準の国際
的調和化の観点か ら,主 に英米型 の会計基準 に近 い 「国際 会計基準」 の取 り扱 い や,第4号
EG指 令へ の準拠 のために,基 準性の原則 を廃 止 し,商 法上 の年度決 算書 と税法上 の課税所得
の計算 とを分離 したほ うが よい とい う議論 であ る。 黒 田全編教 授 も,「 ドイ ツ税法 が基準性原
則 を放棄 しな い限 りにおいて,ド イ ツ会計基 準の国際的調和化へ の途 は閉 ざされ てい るとい う
　
ことができ る。」 と述べて,国 際的調和 化の観点か ら批判 してい る。
これ に対 して,基 準性原則 を擁護す る立場か らは,上 記 の第一 の点 に関 して,税 法の恩典 を
利 用 して,課 税所得 の計算上利益 を減少す るな らば,株 主への分配 可能利益 も減少す るのが,
企業実体の強化 をめざす政策的 な恩典か らみれ ぽ当然 であ り,商 事貸 借対 照表 の情報提 供能 力
を害す るといって も,専 門知識 のあ る人 は税 法上の影響を理解 して いるはずであ り,意 思決定
上は問題ない として反論 して い る。 また,第 二 の点 に関 して も,全 世 界的には基 準{ゴ1三原則 を採
用 している国の ほ うが多い とい うこと,お よび,商 法上 の基準が変われ ば,税 法上 もかわ る こ
とが考慮 され てお り,か な らず しも国際的調和化 のための問題 とはな らな い,と 反 論 して いる
よ うに思われ る。 そ もそ も,こ の基準性の原則をめ ぐる議論 は,か な り古 くか ら繰 り返 レ議論
されてお り,立 法者 はなぜ この原則が必要か とい うことに関 してかな り理 論装 備 され て いるた
め,多 くの批判 に も制度的望i§礎はゆ るがない よ うに思われ る。
財務諸表 に対 す る会計上の11的が,受 託責任会計 の枠糸llみにおけ る分 配可能利益 の算定か ら,
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意思決定会 計の枠 組み におけ る情報 提供へ と大 き く変化 しよ うとして い る状況 を考 え る と,さ
きの課税 所得 と分配 可能利益 とい う関 係か ら,分 配 可能利 益 と業績指標利益 との関係 とい う二
重 の問題 を は らみ,基 準性 の原則 をめ ぐる問 題 は きわ めて困難 な問題 を含 んでい る。基 本的 に
重要な点 は,会 計 ル ールの規 制 のあ り方が ど うい う方向を指 向 してい くのか,あ るいは商法上
の利益計 算が将来 なにを指 向 して い くか,に ある と思 われ る。 す なわ ち,ド イ ツに典型 的にみ
られ るよ うに,立 法者 に よる厳格 な法 に よる コン トロールを中心 とす る国においては,お そら
く,基 準性 の原則 に基づ く方 が法 の趣 旨に も合致 し,合 理性 が ある と思われ,ま た ア メ リカの
ように,市 場 に よる コン トロールを主 に考 え る国 に とっては,課 税所得の計算 と業績指 標利益
の提供 とは,当 然 に区別 され ると思われ る。 この よ うな相違 は,経 済的 発展 の程度,取 引関 係,
資 金調達 の形態,市 場 の発展 の程 度等 さまざまな要 因が考 えられ る6商 法 が財務諸表に何 を示
そ うとす るのか,.とい うことに関 して明確な 目標,な い しそれ ぞれ の利害 関係者 の合意がなけ
れ ば,基 準性原則 に関す る議 論 もあ ま り意味が な いであろ うし,も しか りに基準性原則が廃 止
され た と して も,状 況 はほ とん ど変 お らな い(お そら く,逆 に コス トを増 やす)こ とにな るで
あろ う。
注 ω 日本 に おけ る,確 定 決 算 基 準 に 関 す る特 に近 年 の議 論 に つ い て,そ の 一部 を 〔引 用 ・参 考 文献 〕
に 挙 げ て い る。
② ドイ ツに お け る,確 定 決算 基 準 に関 す る 特 に 近年 の 議 論 につ いて,そ の 一 部 を 〔引 用 ・参考 文
献 〕 に 挙 げ て い る。'
(8).この節 に おけ る ヴ ェル ナ 一ー一 〔1991〕か ら の引 用 は,頁 数 のみ 示 す こ と とす る。'
(4)以下,商 法及 び 所 得 税 法 に.関す る訳 出 は,涌 野 〔1994〕,黒田 〔1993〕,および松 本 〔1996〕を 参
考 に して い る。
一(6》 ガ イ ル,グ レス,シ ュー'7ン 〔1991〕S.1399.
(6)ガ イ ル,グ レス,シ ュ 一ー・e1ン〔1991〕S.1399.
(7)吉牟 田勲 教 授 は,OECD(TheWorkingGrouponAccountingStandards:TheRelation・
shipbetweenTaxationandFinancialReporting)シこ基づ き,各 国 に お け る規 制 と財 務報 告 との
関 係 を紹 介 して い る。 ヨ ー ロ ッパ に おけ る基 本 的2区 分 は ガ イ ル,グ レス,シ ュー マ ン 〔玉991〕と
同 じで あ るが,「 … … オ ラ ンダは 逆 に 分離 型 で は な い とい う見 方 もで きる し,フ ラ ンスは逆 に確 定
決 算 基 準型 で は な い とい う見方 もあ って,そ この と ころ とい うのは 非 常 に誰 がみ て もどち らだ とい
うふ うに きれ い に 割 り切れ るこ とは で きな い… … 」(吉 牟 田 〔1994〕272亘)と述 べて,各 剛 こよ り
多 少 の違 いが あ り,こ の よ うな 分類 は 微妙 な問 題 を含 ん で い る こ とを 指摘 して い る。
(8)VgLア イ ゲ ンシv.テ ッタ ー 〔1993〕S.575.
な お,こ の分 類 は,シ ル トバ ッハ 〔1987〕〔1989a〕〔1989b〕等 多 くの 文 献 に用 い られ て い る。
(9)'アイ ゲ ンシ ュテ ヅター 〔1993〕S.577。
(10)アイ ゲ ンPシュテ ヅ歩 一 〔1993〕S.577.
(IDア イ ゲ ンシ ュテ ヅタ ー 〔1993〕S.578.
⑫ ア イ ゲ ソシ ュテ ヅター(1993)S.578.
(13)アイ ゲ ン シ 、。テ ヅタ 一ー 〔1993〕S.579,
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(14)ミ ュ ミ ッ ト 〔1991〕.
(15)シ ュ ミ ヅ ト 〔1991〕S.606.
(⑥ シ ュ ミ ヅ ト 〔1991〕S.606.
(1リ シ ュ ミ ッ ト 〔1991〕S.607.
qs}シ ュ ミ ッ ト 〔1991〕S.607.
(⑨ シ ュ ミ ッ ト 〔1991〕S.608,
⑳VgLシ ュ ミ ッ ト 〔1991〕S.608f.
⑳ シ ル トバ ヅ!・ 〔1987〕S.113.
(lt1)シル トバ ッ ハ 〔1987〕S.113.
⑳ シ ル!・バ ッ ハ 〔1987〕S.113.
⑳ シ ル トバ ッ ハ 〔1987〕S.113.
¢3シ ュ ル フ 〔1993〕S.408.
鋤 シ ュ ル フ 〔1993〕S.409,
吻)Vg1。 オ ッ テ 〔1990〕S.513、
⑳iオ ッ テ 〔1990〕S.520.
鋤 ラ ウ セ と ズ イ ー バ ー ス 〔1990〕S.31.
(3① ラ ウ セ と ズ イ ー バ ー ス 〔1990〕S.31.
⑳ ラ ウ セ と ズ イ ー バ ー ス 〔1990〕S.31.
⑳ ラ ウ セ と ズ イ ー バ ー ス 〔1990〕S.31.
㈹:ア イ ゲ ン シ ュ テ ッ タ ー 〔1993〕S.577.
㈱ 黒 田 〔1994〕17頁。
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